
 
Ⅰ．事業評価総括表               （単位：円） 

番号 交付金事業の名称 
交付金事業者名又は 

間接交付金事業者名 

交付金事業に 

要した経費 
交付金充当額 備考 

１  広報・調査等事業 静岡県 8,795,619 8,795,619  

２ 広報・調査等事業 御前崎市 12,481,728 12,481,728  

３  広報・調査等事業 牧之原市 109,800 109,800  

４  広報・調査等事業 掛川市 566,720 566,720  

５  広報・調査等事業 菊川市 63,540 63,540  



Ⅱ．事業評価個表                 （単位：円） 

番号  交付金事業の名称 

１  広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名  静岡県 

交付金事業実施場所  静岡県ほか 

交付金事業の概要 

浜岡原子力発電所の周辺の地域の住民に対する原子力発電に関する知識の普及、原子力発電所がこれらの周辺の

地域の住民の生活に及ぼす影響に関する調査並びに連絡調整に関する事業として以下の事業を実施しました。 

・調査事業：発電所の安全対策の確認を目的とした国内調査・研修、発電所周辺環境放射能調査結果の確認及び広 

報を行う静岡県原子力発電所環境安全協議会の負担金、原子力発電に関する情報収集等を行いました。 

・広報事業：「静岡県の原子力発電」等の冊子・パンフレットによる広報活動、原子力防災センターにおける展示

を活用した原子力発電・原子力防災に関する広報活動、発電所に関する安全・防災対策の取り組み状況を明らか

にし、県民に向け的確な情報を発信することを目的とした静岡県防災・原子力学術会議の開催等を行いました。 

・連絡調整事業：調査事業及び広報事業を実施するために、市及び関係機関との連絡調整を行いました。 

総事業費 8,795,619 

交付金充当額 8,795,619 

うち文部科学省分 0 

うち経済産業省分 8,795,619 

交付金事業の成果目標  県民に対する原子力発電に関する知識の普及 

交付金事業の成果指標 

・浜岡原子力発電所津波対策工事等の点検実施結果の県ホームページ公開回数 

・原子力防災センター広報施設利用者数 

・静岡県防災・原子力学術会議原子力分科会開催数 

交付金事業の成果及び評価 

・浜岡原子力発電所津波対策工事等の点検実施結果の県ホームページ公開回数 ８回 

・原子力防災センター広報施設利用者数 視察者 671人 

・静岡県防災・原子力学術会議原子力分科会開催数 １回 

 津波対策工事等の点検実施結果や原子力分科会の開催について県ＨＰで広報しました。 

広報施設は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により令和２年４月16日に緊急事態宣言発令されたた

め４月20日から施設見学は中止、その後緊急事態宣言解除を受け６月から人数制限しながら再開しました。 

浜岡原子力発電所周辺の環境放射能を調査した結果等をわかりやすくお知らせすることを目的とした原子

力だよりを関係４市の住民等に年４回、各回約77,000部を市等を通じて配布しました。さらに、原子力防災

センターにおいて視察を受け入れました。 

交付金事業の契約の概要 

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

 国内調査・研修等 随意契約 県職員 等 357,720 

 情報収集整理 随意契約 静岡県原子力発電所環境安全協議会 等 4,058,187 

 パンフレット等広報 指名競争入札 有限会社橋本印刷所 等 532,950 

 展示事業 一般入札、随意契約 株式会社ナショナルサービスコーポレーション 等 3,238,381 

 見学会等 随意契約 学術会議委員 等 481,719 

 連絡調整 随意契約 県職員 等 126,662 

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無                                             

無 



Ⅱ．事業評価個表                 （単位：円） 

番号  交付金事業の名称 

２  広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 御前崎市 

交付金事業実施場所  御前崎市ほか 

交付金事業の概要 

 原子力発電所が立地している自治体や関係機関との意見交換や、原子力発電所に関する情報収集を通じて

連携を図りました。 

市職員が原子力関連施設等を視察することにより、原子力発電に関する正しい知識を習得し、市民に対す

る正しい情報の提供を図りました。 

市広報誌への掲載講演会の実施により、原子力発電に関する正しい知識の習得・啓発を通じて、市民の原

子力発電に関する理解の促進を図りました。 

国や県、全国の原子力発電所を立地する市町村や近隣市町等と情報の収集及び共有を図りました。 

総事業費 12,481,728 

交付金充当額 12,481,728 

うち文部科学省分 0 

うち経済産業省分 12,481,728 

交付金事業の成果目標 
 原子力発電に関する視察、研修会等の開催、講演会の実施及び環境放射能測定結果の広報誌、新聞等によ 

る広報を通じて市民に対して原子力発電所に関する知識の普及・啓発を行います。 

交付金事業の成果指標  200人/年の視察・見学会参加 

交付金事業の成果及び評価 

 令和２年度は181人が見学会に参加しました。新型コロナウイルス感染症の影響により、視察・見学会等を

当初計画どおりに実施することができず、成果指標を下回る結果とりました。 

国、県、全国の原子力発電所立地市町村等との情報交換や各種会議への出席を通じて、原子力発電に関す

る情報の共有を図ることができました。 

市内の小学生については、原子力関連施設を見学することにより、参加者の原子力に関する正しい知識の

習得を図ることができました。また、プリントブック制作・配布し、放射線に関する正しい知識の普及も図

ることができました。 

また、原子力広報車を導入し、広報活動が積極的に行われるようになりました。 

交付金事業の契約の概要 

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

 

パンフレット等広報 

(原子力広報用プリントブ

ック政策業務委託) 

指名競争入札 (有)デザインオフィスエム・エス・シー 624,195 

 
パンフレット等広報 

(原子力広報車両購入) 
指名競争入札 (有)斉田商会 3,737,800 

 

ビデオ等広報 

(浜岡原子力発電所立地の

申し入れから 50 年のあゆ

み動画制作業務委託） 

プロポーザル (株)御前崎ケーブルテレビ 4,950,000 

 

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 

無 



Ⅱ．事業評価個表                 （単位：円） 

番号  交付金事業の名称 

３  広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名  牧之原市 

交付金事業実施場所  牧之原市 浜岡原発ほかエネルギー関連施設等 

交付金事業の概要 

 全体概要：浜岡原子力発電所周辺地域への知識の普及・啓発活動として以下の事業を実施しました。 

・調査事業：国内調査（情報収集整理：静岡県原子力発電所環境安全協議会・浜岡原子力発電所安全等対策   

協議会に参加し、原子力だよりにより住民の放射線に関する知識の普及や教育に努めた。） 

総事業費 109,800 

交付金充当額 109,800 

うち文部科学省分 0 

うち経済産業省分 109,800 

交付金事業の成果目標  原子力だより等にて住民等に放射線に関する知識の普及や教育に務める 

交付金事業の成果指標  原子力だより等にて住民等に公表を実施する回数 

交付金事業の成果及び評価 

・環境放射能測定技術会から報告のあった環境放射能調査結果を確認し、原子力だよりにより住民等に公表

（令和２年度４回発送）することで、住民の放射線に関する知識の普及や教育に務めました。 

・県への要請活動を行うとともに、県の各部署において情報交換・共有を実施しました。 

交付金事業の契約の概要 

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

 
情報収集整理負担金 随意契約 

静岡県原子力発電所環境安全協議会 

浜岡原子力発電所安全等対策協議会 
109,800 

 

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 

無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅱ．事業評価個表                 （単位：円） 

番号  交付金事業の名称 

４  広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名  掛川市 

交付金事業実施場所  掛川市、青森県、福島県、宮城県、茨城県 

交付金事業の概要 

 浜岡原子力発電所等に関する住民の生活に及ぼす影響等に関する調査及び原子力に関する知識の普及を目的

として以下の事業を実施しました。 

・調査事業：日本原燃株式会社の各施設における「新規制基準」に適合するための対策工事の現況、東京電力

福島第一原子力発電所の廃炉作業と燃料デブリの冷却等で発生する処理水の問題点や課題についての情報収

集。 

 女川原子力発電所の新規性基準適合性審査後の取組状況、安全確保への取組についての確認。 

 石巻市の広報体制や地元住民への周知説明及び地元合意等の情報収集や意見交換を行うため現地調査。 

原子力講座として原子力入門講座受講等。 

 原子力研修講座として、原子力科学研究所において、原子力入門の講座受講等。 

・広報事業：理事区長を対象とした原子力施設視察研修会の開催、市民を対象とした原子力学習会の開催 

・連絡調整事業：原子力関係機関との連絡調整。 

総事業費 566,720 

交付金充当額 566,720 

うち文部科学省分 0 

うち経済産業省分 566,720 

交付金事業の成果目標  浜岡原子力発電所の設置及び運転の円滑化について地域住民の理解の促進を図ります。 

交付金事業の成果指標 
市民意識調査において、浜岡原子力発電所の設問について、わからない又は無回答の割合を10％以下に保ち 

ます。 

交付金事業の成果及び評価 
今年度の市民意識調査では、わからない又は無回答の割合が11％となったが、引き続き原子力発電所への理

解を進めていきたい考えています。 

交付金事業の契約の概要 

 契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

 国内調査旅費 随意契約 市職員 429,160 

 情報収集整理負担金 随意契約 静岡県原子力発電所環境安全協議会 等 82,900 

 連絡調整旅費 随意契約 市職員 3,900 

 講習会会場借上料 

原子力市民学習会 
随意契約 株式会社ＳＢＳプロモーション 50,760 

 

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 

無 

 

 

 



Ⅱ．事業評価個表          

        （単位：円） 

番号  交付金事業の名称 

５  広報・調査等事業 

交付金事業者名又は間接交付金事業者名  菊川市 

交付金事業実施場所  菊川市ほか 

交付金事業の概要 

１ 調査費 

情報収集整理 

  ・静岡県原子力発電所環境安全協議会負担金  

・浜岡原子力発電所安全等対策協議会負担金 

２ 一般事務費 

連絡調整事業   

・静岡県庁等関係機関連絡調整旅費 

総事業費 63,540 

交付金充当額 63,540 

うち文部科学省分 0 

うち経済産業省分 63,540 

交付金事業の成果目標 

１ 調査費 

情報収集整理 

  ・静岡県原子力発電所環境安全協議会に参加し情報収集を行います。 

・浜岡原子力発電所安全等対策協議会に参加し情報収集を行います。 

２ 一般事務費 

連絡調整事業  

・静岡県庁等関係機関と連絡調整を行います。 

交付金事業の成果指標 

１ 調査費 

情報収集整理 

  ・静岡県原子力発電所環境安全協議会及び浜岡原子力発電所安全等対策協議会へ各３回以上参加します。 

２ 一般事務費 

連絡調整事業   

・静岡県庁等関係機関連絡調整 連絡調整を行います。 

交付金事業の成果及び評価 

１ 調査費 

情報収集整理 

  ・静岡県原子力発電所環境安全協議会 ６回（書面・Ｗｅｂ会議参加） 

・浜岡原子力発電所安全等対策協議会 ３回（書面・Ｗｅｂ会議参加） 

 各協議会へ参加し、関係機関との意見交換を通じて必要な情報収集をすることが出来ました。 

２ 一般事務費 

連絡調整事業 

 ・静岡県庁等関係機関と連絡調整を行い、県への要請活動など必要な情報収集をすることが出来ました。 



交付金事業の契約の概要 

 

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額 

国内調査 旅費 随意契約 市職員 1,540 

情報収集整理 負担金 随意契約 静岡県原子力発電所環境安全協議会 等 62,000 

成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無 

無 

 


